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いった。
　一方，地域内ではかつての日本に見られた
「向こう三軒両隣」の繋がりは時代とともに
失われ，同一地域内に居住しても自然発生的
に住民同士が支え合う意識の醸成は難しいと
考えられている。地域を基盤とした住民同士
の支え合いによる生活を重視しながら，現状
はいかにして繋がりを作るかが課題となって
おり，NPO法人や地域づくりボランティア
など外部からの仕掛けが不可欠であるともい
える。しかし日本には居住地を区画とし，住
民同士で地域の暮らしを互いに支えてきた自
治会・町内会という伝統的な地縁組織が現在
も存在している。自治会・町内会は世帯単位
で加入するため地域内において対象が限定さ
れない。世代を問わず支え合う繋がりが形成
されるきっかけになり得るが，実際には退職
後の高齢期を迎えた住民が活動の中心となっ
ている。これらの活動は，地域住民の学習活
動をはじめとするボランティア活動や超高齢
社会に対応した退職者のための活動の機会を
提供する場となりうると考えられている１）。
地域で安心してその人らしい生活を送ること
ができるような支援をするためにも，自治
会・町内会といった資源が欠かせない役割を
担ってくるものと考えられる。これらの地域
に根差した組織はNPO法人などの特定機能
を目的とした組織が決して持ちえない数多く
の特徴を有しているとされるが，加入率の低
下や活動への参加者の減少，担い手の不足が
問題とされ，その危機的な状況が指摘されて
いる２）。
　住民同士が自然に繋がれない現代におい
て，居住地ごとに繋がりを形成してきた歴史
をもつ自治会・町内会には，今求められる地
域の支え合いを形成する手がかりがあると考
えられる。そこで本稿では，自治会・町内会
の歴史的展開及び現代における課題を明らか
にし，今後の活用可能性や存在意義について
検討するために文献調査を行った。とりわけ，
超高齢社会における地域生活という点に着目
し，主に高齢者と自治会・町内会の関連につ
いて述べた。
１．研究方法
　医中誌Webを用いて「町内会」and「自治会」
and「高齢者」で検索を行った。原著論文の
みの検索とし，会議録を除いて検索を行い，
本研究に該当しない研究を除いた10件を研究
対象として分析を行った。先行研究の分析，
調査にあたっては共同研究者間で複数回にわ
たり精査を行いながら分析を行った。
２．倫理的配慮
　本研究は主に文献研究である。引用・参考
の際は引用・参考元の論文，文献内容の意図
を崩さないように注意しながら丁寧な引用・
参考を心がけた。
Ⅱ．自治会・町内会について
１．自治会・町内会の定義
　自治会・町内会については様々な定義がな
されている。総務省による定義では「町又は
字の区域その他市町村内の一定の区域に住所
を有する者の地縁に基づいて形成された団
体」であり，その役割は「区域の住民相互の
連絡，環境の整備，集会施設の維持管理等，
良好な地域社会の維持及び形成に資する地域
的な共同活動を行っている」とされている。
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また，「地域住民から構成されており，住環
境や施設の整備または親睦などを住民活動の
維持や向上のために活動している団体」と定
義しているものもある。つまり，自治会・町
内会は「地縁に基づく」団体であり，「住民
相互の連絡」「環境の整備」「集会施設の維持
管理」と地域の住民同士の「親睦」を目的と
している団体である。自治会・町内会には「市
民社会領域の団体，結社には個々の市民間の
連帯を醸成したり，市民生活に必要な社会サ
ービスを供給したり，政治経済領域と個々の
市民や家族を橋渡しすること」３）が期待さ
れている。自治会・町内会の特徴は以下の通
りである（表１）。
２．自治会の現状と成り立ち
　2003年総務省の調査によると，現在日本に
は伝統的な近隣住民団体（自治会・町内会等）
は296,770件あることが明らかにされている。
中田によると，自治会・町内会はその歴史を
どこから始めるかについて議論は分かれる
が，大きく分けると２つあると述べている。
１つ目は江戸時代の五人組に根拠を求める行
政上の何らかの全国的な制度の設立である。
２つ目は地域住民の生活共同体のための自主
的組織（自然村）に根拠を求めるものである
４）。そして，町内会という名称は「名称とし
ては昭和に入って一般化したものであるが，
地縁によって結びつく小団体の系譜は有名な
五人組，古代の五保の制に求められる」と述
べられ５），自治会・町内会は江戸時代の五人
組から派生した地縁に基づく団体ということ
が明らかにされている。また，この自治会・
町内会の源流は，応仁の乱の廃墟の中から，
暴力に対抗し生活の安全を守るために隣保団
体の地縁団体組織である「町」が形成されて
いったともされている６）。ここから自治会・
町内会は地域住民が安全で安定した生活を維
持するために作られた組織であることがわか
る。
　さらにこの地縁団体は時代の流れの中で
様々な変化を伴っている。大きな流れとして
は中近世の惣村・町組・五人組から江戸時代
の結・講・組・仲間・町組・社・契約と変化
し，その後明治政府により解体されている。
その後自然復活を果たし，さらに戦後GHQ
により解体されているが，その後自然復活を
果たしている７）。このように，解体されても
なお復活を果たしているということから地域
住民は少なからず住民自治の必要性を感じて
いたことが伺える。
　そして現在，自治会・町内会は，高齢化，
自治会・町内会の役員へのなり手不足，行事
やイベントへの参加者が集まらないといった
高齢化と付合した担い手の不足が叫ばれてい
る８）。またその他にも，杉岡は自治会・町内
会に関する調査の中で現状について特に「役
員のなり手がいない」ということが問題とし
表１　地域自治会の特徴
・加入単位が世帯であること
・ 領土のようにある地域空間を占領し，地域内に一つしかないこと
・特定地域の全世帯の加入を前提としていること
・ 地域生活に必要なあらゆる活動を引き受けていること
・ 市町村など行政の末端機構としての役割を担っていること
「地域自治会の研究-部落会・町内会・自治会の展開過程」を参考に筆者らが作成
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て，①役員，特に会長職になり手がいない②
住民の高齢化により，役員として活動できる
人がいない，③65歳未満の人が役員になりた
がらないため役員が高齢化，固定化していく
ことで結果的に活動が停滞し，新しい活動へ
の取り組みが少なくなる④65歳未満の人が役
員になっても仕事をもっているため業務の分
担が難しく，町内会長に仕事が集中し，多忙
を極め，その実態がなお一層会長職を引き受
けることの妨げとなっている⑤女性（婦人）
部長（リーダー）のなり手がいない，女性が
役員になりたがらない等を挙げている９）。
　そして現代に至って自治会・町内会の役割
が注目されるようになったきっかけは，1995
年の阪神・淡路大震災である。自治会・町内
会の役割が機能していた地域とそうでない地
域との間に震災時の対応やその後の復興の状
態について大きな違いが生じたことから，そ
の役割や機能について注目され始めた。消防
車や救急車も来ない中，救援物資も届かない
中で自治会・町内会の活動実績がある地域で
は住民たちの協力により自発的な消火や救
命，生活物資の融通などが行われていた10）。
こういった活動は1998年の特定非営利活動法
人法の制定により，法人格という形で政府か
ら認証を得ることができるようになった。こ
のことによって，より自治的な取り組みや活
動ができるようになっていった。このような
流れの中で現代の自治会・町内会では防災意
識に関する取り組みや意識が高まっている。
　ここまで述べてきたように，現代の自治
会・町内会の維持や継続には種々の問題はあ
ると考えられているが，歴史の中で解体され
てもなお，復活し続けることから様々な役割
や効果があるのではないかと考える。
Ⅲ．高齢者にとっての自治会・町内会
１．自治会・町内会に期待される役割
　内閣府の平成30年度高齢社会白書に報告さ
れている，死因不明の急性死事故で亡くなっ
た人の検案，解剖を行なっている東京都観察
医務院が公表しているデータでは，東京23区
内における一人暮らしで65歳以上の人の自宅
での死亡者数は，2016年に3,179人となって
いる（図１）。本統計は15年から実施されて
おり毎年増加している。全国的な統計は行わ
れていないものの一人暮らし高齢者の安否確
認や地域とのつながりの確保は喫緊の課題と
いえる。地域からの孤立やサービスの拒否が
孤立死に繋がる。自治会・町内会といった地
域住民が集える場所の存在は「社会参加」を
促し，ソーシャル・キャピタルの要素といえ
ることが明らかにされている。また，田中ら
は高齢者が社会参加することで看護職や介護
職の介入が容易になり，要支援・要介護状態
になる恐れのある高齢者の早期発見につなが
ることが指摘している11）。岡村は「単なる『居
宅保護』ではなく対象者の持つ地域社会関係
その他の社会関係を保存し，発展させながら
保護的社会福祉サービスを提供しなければな
らないという要求がある」12）と述べ，自治
会や町内会といった顔の見える関係が高齢者
にとって安心を生み出す場になるのである。
　町内会や自治会の参加に関しては，地域活
動，人間関係との関連性が認められており，
地域活動の原点ともいえる人間関係の重要性
の示唆がなされており，自治会や町内会のよ
うな人間関係が基盤となり，活動の参加者が
非参加者を巻き込みながら地域への活動参加
を促していくきっかけとなるのである13）。自
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治会・町内会には地域福祉の輪を広げる効果
がある。自治会・町内会への参加頻度が月数
回程度，年数回程度でも近所との挨拶や日
常・非日常の支え合いについて共通して影響
が見られることが明らかにされている。挨拶
や年数回の自治会・町内会への参加といった
弱い関わりでも特に地域との関わりが希薄に
なりがちな男性高齢者にとっては，近隣との
非常時の助け合いや日常への支え合いへの能
動的な意識が高まることが示唆されている
14）。杉岡は以下のように述べている。「『良き
隣人』としての人間関係を創り出す場として
町内会を位置付け，自主的活動を促進する広
場的機能を充実させて，町内会組織の持つ情
報提供機能の優越性を活かすことによって，
住民自治の質を高めることが必要となるので
ある。」15）自治会・町内会といった社会参加
の場へは参加頻度が少なくとも，日常的，緊
急時に助け合える「顔の見える関係」を築く
ことが可能になるのである。日常的に不便を
感じている高齢者に対しては，まずは自治
会・町内会といった社会参加のきっかけを創
り出す取り組みが求められていると考える。
　しかし，自治会・町内会に参加しない，ま
たはできない高齢者を自治会・町内会へ参加
してもらうという取り組みには検討が必要で
あると考える。団地自治会による高齢者の孤
立死予防の取り組みは，「個人の状況を踏ま
えた介入の難しさ」があったが，「手さぐり
しながらの高齢者の見守り」を行い，その結
果，「つくられていく住民同士の互助関係」
が見られるようになっている。自治会の取り
組みは協調してくれる住民の力が「自治会の
組織力」を強め支えていくのである16）。また，
高齢者自身も近隣から見守られたいという希
望は78％あり，安心感の獲得と人とのつなが
りに対しての期待がみられている17）。
２．高齢者にとっての自治会・町内会
　高齢者にとって自治会・町内会といった社
会参加の場は孤立死予防の取り組みとして効
果的であり，日常，非日常の助け合いに関し
図１：東京都福祉保健局東京都監察医務院「東京都23区内における一人暮らしの者の死亡者
数の推移」を参考に筆者らが作成
（平成）
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て効果的な役割を果たす場であることがわか
った。さらに他の効果として，「近所付き合い」
「町内会・自治会」「地域行事」といった活動
は高齢者の生きがい感と有意な関連がみられ
ている18）。生きがいとなり得る活動で高齢者
は「町内会や自治会活動」に最も参加してお
り，次いで「地域行事（お祭り・盆踊り）へ
の参加」が多く19），自治会・町内会は高齢者
の生きがいとなり得るのである。高齢期にお
ける社会参加は高齢者の幸福な老いの重要な
要素の一つとされており，「活動理論によれ
ば，高齢期にも積極的に社会的な活動をして
いる（役割を維持もしくは新たに獲得してい
る）ほど人間関係が維持され，他者からの肯
定的な評価を得る機会が増え，本人の幸福感
の維持にもつながると考えられている」こと
が明らかにされている20）。また，自治会・町
内会への参加が健康への意識につながること
も明らかになっている。男性で検診受診率が
高い群は町内会・老人クラブなど各種団体に
所属している者や，団体での役職等を経験し
ている者，さらに行政の広報誌をよく読む者，
選挙への関心が高い者の比率が高く，広く社
会に対する関心を持つ者の比率が有意に高い
ことが明らかにされている21）。つまり，社会
への関心が高い高齢者は自身の健康への意識
も高いということである。
　このように，自治会・町内会は健康意識の
向上や高齢者の生きがいに繋がっていること
がわかる。健康寿命や介護予防などを重視し
ようとする動きの中，そのような点において
も貢献し得る自治会・町内会に期待される役
割は大きい。その維持・運営をしていくため
には地域住民の意識や活躍が欠かせない。高
齢期の本人及びその家族にとって介護にまつ
わる問題は誰もが直面し得ることであり，と
くに高齢化の進む地域では住民が自分事のよ
うに受け止める意識を持つことが必要であ
る。そこで，芝山らは，このような地域で自
治会・町内会を運営するためには互助型ボラ
ンティアの導入が有効であるとし，この互助
型ボランティアを導入することで家族の介護
を支える体制としても有効であることが示唆
している。また，共助の息づく地域社会では
要介護者自身もできる限り自分の能力を用い
て地域に役立つ機会を作り出すことができ，
介護者自身にとっては，介護を前向きで価値
あるものにしようとする介護意識を根付かせ
ることができ，抵抗なく社会的サービスを利
用することができ，家族における介護を支え
る体制づくりの働きかけを行うことができる
ことを示唆している22）。健康な地域生活を送
り，介護が必要になっても地域で生活を続け
るためには地域活動が重要である。自立して
元気な生活ができている集団にとって主観的
に健康であるためには，社会活動への参加が
重要な要素とされている。後藤らの調査では，
身近な「町内会等の参加」は社会交流を促し，
社会交流によって主観的健康観も向上すると
いったポジティブな循環が生じており，介護
予防促進のためにも重要な要因の一つとなる
ことが明らかにされている。この調査対象地
域のように地域の結びつきが強い地域で暮ら
す高齢者への支援については，現在持ってい
る体力を活用した身近な町内会活動を利用す
るなど地域特性を反映した企画や運営が重要
かつ有効であると考えられている23）。また，
自治会・町内会の効果は介護予防と合わせて
高齢者のQOLの向上に貢献している。高齢
者は総じて地域活動や地域の子どもと関わり
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が多く，自治会活動も積極的であることが報
告されている。独居高齢者は世帯内に頼る者
がおらず，地域に関わりを求めているため，
地域における社会資源，すなわち生活上の課
題を解決するためのネットワークサポートを
多く持つと考えられている。特に独居世帯の
高齢者や老年期の高齢者が子どもとの接触機
会を持つことは高齢者のQOLを高め得るこ
とが考えられている24）。「コミュニティ・ケ
アは，対象者のさしあたりの困難や問題に対
応する事後的な保護サービスであるという見
解に立って運営することもできれば，もっと
広い立場から対象者を含む家族を全体として
把握して，予防的効果を伴うような保護的サ
ービスの提供だとする見解にたってサービス
の計画や運営に当たることもできる25）」こと
から，対象高齢者のみならずその家族への支
援を考えた取り組みが求められる。
　自治会・町内会の具体的な活動に関して，
辻中らは菊池・江上の調査をもとに①問題対
処機能（交通安全，防犯・非行防止，防火・
防災，生活改善，福祉，消費・資源）②親睦
機能（祭礼，運動会，文化・学習）③施設管
理機能（地域施設の維持整備，清掃・衛生，
環境美化）④行政補完機能⑤圧力団体機能⑥
町内の統合，調整機能を示している26）。ここ
からわかるように，自治会・町内会の機能は
本来高齢者を対象としたものではなく，地域
住民の生活を守るためのものである。しかし
地域の高齢化対策を主とした活動を行ってい
る地域もある。調査対象の自治会では，①校
区福祉委員会②閉じこもり予防を目的とした
イベントを月１回開催，ラジオ体操を実施し
ている地域もあることがわかる27）。
　地域自治会・町内会は地域生活を営む高齢
者にとって見守り，見守られ機能を発揮する
貴重な場であることが明らかとなった。また
高齢者にとって自治会・町内会は社会参加の
場であり自身のQOLの向上を維持し健康状
態を維持するためにも欠かすことができない
場である。
Ⅳ．考　察
　本稿では，自治会・町内会の成り立ちや役
割，地域で生活する高齢者に対して期待され
る自治会・町内会の役割について述べてき
た。自治会・町内会は古くは江戸時代から存
在し，その後時代の変化とともに変化してき
たことが明らかになった。そしてその役割に
は，「市民社会領域の団体，結社には個々の
市民間の連帯を醸成したり，市民生活に必要
な社会サービスを供給したり，政治経済領域
と個々の市民や家族を橋渡しすること」が期
待されていた。また，高齢者支援として自治
会・町内会が期待されることとして，①見守
り，社会参加の場として活躍する②高齢者の
生きがいの向上③健康意識の向上などが明ら
かになった。
　本稿を通して，筆者らは自治会・町内会の
成り立ち，役割を検討し明らかになった機能
を十分に発揮することで，高齢者のみならず
地域で暮らす若年層から世代を問わず安心し
た社会生活を営むことができるようになるも
のと考えた。しかし，自治会・町内会を存続
しその機能を発揮するために超高齢社会にお
いて，役員の担い手や活動の内容の固定化と
いった問題を解決しなければならない。この
問題を解決するためには，若年層の自治会・
町内会への参加と活躍が求められるのではな
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いかと考える。自治会・町内会に若年層が参
加することで世代を超えた繋がりも形成さ
れ，より幅広い支え合いの形も期待できる。
様々な世代の，様々な役割を担っている地域
住民が参加することで，自治会・町内会の活
動の新たな取り組みのしやすさや，新たな視
点が生まれるものと考える。牧里らは「地域
に基盤をおくこれらの取り組みの受け皿とし
て町内会活動の新興が期待されており，町内
会・自治会組織が再び公共空間を担う時代を
迎えている。私たちは新しい地域リーダー像
を創り上げていかなければならない時代を迎
えている28）。」そのためにも，自治会・町内
会に参加することのメリット・デメリットを
丁寧に地域住民に周知していくことが求めら
れると考える。このように地域に自治会・町
内会の役割を周知するためには，市区町村，
社会福祉協議会との連携が十分に図られるこ
とが重要であると考える。今後は，これまで
引き継がれてきた行政からの下請けとしての
機能のみならず，地域の現状や要望を政策に
活かす機能をより一層強化していかなければ
ならないのではないかと考える。また，今後
も人口減少とともに深刻化すると見込まれる
超高齢社会における地域包括ケアシステム構
築の視点からも，その一端を担う自治会・町
内会の役割は期待されるのではないだろう
か。
　今回の調査では特定地域の自治会・町内会
の機能や役割について明らかにすることはし
ていない。また，実際に地域包括ケアシステ
ムの中でどのように機能しているかまでは把
握しきれていない。そこで今後は，実際に地
域の自治会・町内会を対象に，その役割や機
能について調査を行うこととする。同時に地
域包括ケアシステムの中でのその機能につい
て検討していくこととする。
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